
Title 自由貿易協定がエネルギー貿易に与える影響 :
化石燃料貿易における国別比較分析

Sub Title
Author 原, 理乃愛

Publisher 慶應義塾大学商学会
Publication year 2026

Jtitle 三田商学研究学生論文集 No.2025 ,p.247- 265 
JaLC DOI
Abstract 近年，世界では自由貿易協定（FTA）を締結する動きが活発化しており，FTAブー

ムとも呼ばれる状況にある。エネルギー資源の偏在性が高い今日において，資源
を持たない多くの国にとって安定供給の確保は喫緊の課題である。本稿では，FT
Aの締結がエネルギー貿易，とりわけ化石燃料貿易に及ぼす影響を実証的に検証す
ることを目的とする。分析の結果，取引財の違いや貿易フローの類型によって効
果の程度は異なるものの，FTAは概ね化石燃料貿易を促進させる傾向が確認され
た。この結果は，資源ごとに異なる市場構造やインフラ特性に加え，FTAが持つ
「投資保護機能」や「制度的担保」が，エネルギー貿易の促進に重要な役割を果
たしていることを示唆している。

Notes 論文
Genre Journal Article
URL https://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/detail.php?koara_id=AN00113

718-00002025-0247

慶應義塾大学学術情報リポジトリ(KOARA)に掲載されているコンテンツの著作権は、それぞれの著作者、学会または出版社/発行者に帰属し、その
権利は著作権法によって保護されています。引用にあたっては、著作権法を遵守してご利用ください。

The copyrights of content available on the KeiO Associated Repository of Academic resources (KOARA) belong to the respective authors, academic
societies, or publishers/issuers, and these rights are protected by the Japanese Copyright Act. When quoting the content, please follow the
Japanese copyright act.

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org


247

三田商学研究

学生論文集

2025 年度号

自由貿易協定がエネルギー貿易に与える影響 
―化石燃料貿易における国別比較分析―

原　　　理乃愛 1）

＜要　　約＞

　近年，世界では自由貿易協定（FTA）を締結する動きが活発化しており，FTA ブームとも呼ばれる

状況にある。エネルギー資源の偏在性が高い今日において，資源を持たない多くの国にとって安定供

給の確保は喫緊の課題である。本稿では，FTA の締結がエネルギー貿易，とりわけ化石燃料貿易に及

ぼす影響を実証的に検証することを目的とする。分析の結果，取引財の違いや貿易フローの類型によっ

て効果の程度は異なるものの，FTA は概ね化石燃料貿易を促進させる傾向が確認された。この結果は，

資源ごとに異なる市場構造やインフラ特性に加え，FTA が持つ「投資保護機能」や「制度的担保」が，

エネルギー貿易の促進に重要な役割を果たしていることを示唆している。

＜キーワード＞

　自由貿易協定，エネルギー貿易，化石燃料貿易，国際貿易，重力モデル

1．はじめに

　近年の FTA の締結の加速は目覚ましい。多くの場合は GATT や WTO が主導となって交渉されるこ

とが多く，例えば 1986 年から 1994 年にかけて開催されたウルグアイラウンドは関税引き下げ交渉で

も最大級の規模として知られ，NAFTA など現在でも活用されている制度が採択されている。このよう

な大規模な関税引き下げ交渉を皮切りに，現在まで多くの FTA が締結されてきた。

　こうした FTA の拡大と並行して，1988 年から 2018 年にかけての世界のエネルギー貿易構造もまた，

劇的な転換期を迎えていた。本研究で使用した Energy Institute（2024）のデータが示す通り，かつて

エネルギー消費の中心は OECD 諸国にあったが，2000 年代以降の急速な工業化に伴い，中国やインド，

ASEAN 諸国などの発展途上国（Global South）へと中心となる需要構造に変化していった。そのため，

1）   慶應義塾大学商学部 3 年 Email：rinotan.603@gmail.com
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南米南部共同市場（メルコスール）に代表されるような，近年増加している「南南 FTA（South-South 

FTAs）」は，単なる市場開放にとどまらず，急速な経済成長に必要な資源を安定的に確保するための「エ

ネルギー安全保障」の基盤としての側面を強めているとも考えられる。

　実際に 1990 年代後半から 2000 年代にかけて FTA の新規発効数が増加しており，そのトレンドが

2010 年代でも維持されている。特に 2000 年以降の FTA 締結数の増加は FTA ブームと呼ばれ，現在

も交渉中の FTA が数多く存在する。（JETRO，2024）このような動きは，貿易の多い国のみならず，貿

易が少ない国も国際市場に参加しやすい状況を作り出すことが可能だ。

　近年の FTA は関税率の削減に加えて，非関税障壁の緩和などより包括的な内容になっていることも

多い。そこで，議論を明確化するため，FTA の定義を以下のように設定する。

　・二国間や地域で関税や輸入割り当てをはじめとする貿易制限的措置の削減

　・貿易の技術的障壁（TBT）のような非関税障壁の緩和

　・投資，知的財産権の保護

　FTA が貿易の広い範囲をカバーすることで，貿易に対する不確実性が減少し，ますます貿易や国境

を超えた投資を拡大しやすくなっている。これは投資保護条項などの関税以外の条項が明示されること

で，将来の制度変更リスクが低下するためである。実際に，貿易の不確実性が減少したことによる貿易

構造への影響は先行研究でも指摘されている。

　Pierce and Schott（2016）は，アメリカが中国に対して恒久的通常貿易関係（PNTR）を付与した政

策変更について，政策の不確実性の除去が輸入の増加にどのように影響したかを分析した。この研究は，

PNTR 自体には関税引き下げ効果がないにもかかわらず，更新拒否による高関税リスクという不確実

性の排除が輸入の増加と関連していることを指摘している。PNTR 付加前のアメリカと中国の貿易は，

1980 年以降，アメリカが中国からの輸入品に対して WTO 加盟国に適用される比較的低い通常貿易関

係（NTR）関税率を適用していた。しかし，この低い NTR 関税率を適用し続けるためには米国議会に

よる年次更新が必要であり，更新が拒否された場合は非 NTR 関税率による高関税が課されるリスク（不

確実性）が常に存在していた。しかし，2000 年 10 月に PNTR が議会で可決され，年次更新が必要なく

なったことで，PNTR 自体が関税を引き下げる効果はないものの，将来の関税引き上げリスクが排除

されたことで，中国からのアメリカの輸入が急増したことが示されている。

　この『貿易政策の不確実性の減少』というメカニズムは，特に巨額のインフラ投資を伴うエネルギー

貿易において，より決定的な役割を果たすと考えられる。なぜなら，輸送用コンテナの配備やパイプラ

インの開通，LNG 基地建設への投資には長期的な制度的安定性が不可欠だからである。前述したよう

に FTA が関税率の削減だけでなく広い範囲をカバーするようになったことで，FTA 締結国間の貿易政

策の不確実性を減少させ，安定的な通関環境が維持されやすくなったことで貿易量の増加が見込めるだ

ろう。

　反対に，化石燃料においては，再生可能エネルギーへの転換などの動きから，その需要についての減
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少が見込まれている。近年では環境配慮の動きが活発になり，西欧諸国をはじめとするグリーン政策が

促進されている。ヨーロッパ内でも，中欧や東欧では依然として天然ガスを使用しているものの，先進

国を主導としたエネルギー政策の転換は化石燃料需要に影響があることが考えられる。化石燃料のよう

な天然資源はその産出が地理的条件に依存することから，輸入に頼らざるを得ない国も多く，関税率が

0 ％に設定されることも多い。関税がすでに低水準であるにもかかわらず，依然として FTA が締結さ

れ続けている点は，エネルギー貿易において FTA の意義が関税以外の要素（投資保護・制度安定）にあ

る可能性を示唆する。前述したような FTA の効果を確認する上で，化石燃料にどの程度関税が掛けら

れているのか，その推移はどの程度か，確認することが必要だと考える。WITS（2025）が公開してい

るデータによれば天然資源にかかる世界の平均関税率は 1990 年代後半をピークに減少傾向であるもの

の依然として 0.5％から 1.5％の関税がかけられていることがわかる。なお，以上のデータは図 1 にま

とめて提示する。
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図 1　累積 FTA 発効数と化石燃料にかかる平均関税率の推移

出典：FTA 発効数：JETRO （2024）世界の FTA データベース

　　　平均関税率：WITS （2025） Tariff and Trade Analysis より筆者作成

　このように，FTA が包括する関税率削減や貿易政策の不確実性の減少は，貿易を行う上で重要な要

素である。しかし，その効果が資源ごとの特性や国の発展段階によってどう異なるかは，これまで十分

に検証されてこなかった。本稿では，FTA がエネルギー貿易，とりわけ化石燃料貿易に対してどのよ

うな影響を与えているのか，重力モデルを用いた定量分析によりその効果を明らかにする。特に，資源

ごとのインフラ特性や，先進国・途上国という経済発展段階に着目することで，FTA が持つ「投資保護」

としての機能を検証することを目的とする。
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2．先行研究

　本章では，国際貿易の理論的枠組み及び先行研究の展開を整理し，本稿の分析対象であるエネルギー

貿易の特異性を明らかにする。国際貿易がどこから生まれるのかという問いは，リカードの比較優位説

がその中心的な枠組みとして提唱されてきた。このような古典派理論によれば，貿易は相対的な労働生

産性の違いから生まれ，各国は相対的に生産性の高い財を集中して生産し，輸出を通して相互に利益を

得ると説明されてきた。しかし，現代の実証分析においては，重力モデルによる貿易量の説明が見られ

るようになり，これによれば，貿易量は二国間の経済規模及び距離によって定義される。

　FTA の効果検証を行う実証分析の研究も重力モデルを用いて進められている。Baier and 

Bergstrand（2007）は，FTA が実際に加盟国間の貿易を増加させるのかというリサーチクエスチョン

のもと，二国間の多国間抵抗（Multilateral Resistance）を含めた，内生性を考慮した重力モデルを使っ

て検討した。その研究結果によると，FTA の締結で 2 国間の貿易量が 10 年後には 2 倍になることが明

らかとなった。しかし，実証分析を行うにあたり両国の経済規模や一人当たり所得，地理的距離などの

相互作用について考慮する必要があることが示唆された。

　さらに，FTA の効果は関税削減にとどまらないことも指摘されている。Handley and Limão（2015）は，

貿易と投資に焦点を当て，ポルトガルの特恵貿易協定による政策変更の不確実性の除去が貿易や国境を

越えた投資活動にどのような影響を与えるかについて分析した。この分析の結果，特恵貿易協定加盟に

よる輸出成長の約 65％以上は，政策変更による不確実性の排除と永続的な関税削減を確保することに

よるものであることが明らかとなった。純粋な関税削減が行われていた場合は，輸出は全体で 20％未

満の成長にとどまり，政策の不確実性が排除されなかった場合の成長はわずか 30％未満だったとされ

ている。この研究からわかる通り，貿易協定による純粋な関税削減だけでなく，非関税障壁の緩和など

の包括的な内容の貿易協定による不確実性の削減は貿易を促進する効果があると考えられる。

　実際の取り組みとして，農林水産省（2007）や外務省（2025）が公開しているように，ASEAN 自由

貿易地域（AFTA）によるアジア域内の貿易の促進や国際的競争力の強化，海外直接投資を促進したり，

2021 年 1 月に運用が開始されたアフリカ大陸自由貿易圏（AfCFTA）による物品とサービスの市場の大

陸内統合などがより包括的な貿易協定の最たる例であり，発展途上国のバリューチェーン構築や国際競

争力の強化に寄与している。

　エネルギー貿易の特徴を定量的に明らかにした分析として，Batalla et al.（2019）の研究が挙げられる。

この研究はエネルギー資源に焦点を置いて，エネルギー貿易がどんな特徴を持つのか，重力モデルを

使って実証的に検証した。この研究結果によれば，エネルギー貿易が供給量によって促進されるのでは

なく需要量によって促進され，経済活動とエネルギー需要の間に非常に弾力的な関係が存在するという

ことが明らかになった。さらに，貿易国同士の距離の影響も重要で，内陸国は海洋国に比べて平均的に
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70％少ない貿易量であることが示された。文化的な面では，貿易国の組み合わせとして，植民地支配

の過去があるかどうかによっても貿易量に大きな違いがあり，植民地支配の過去を共有する国同士では

エネルギー貿易がより活発であるという結果が得られている。特にこの研究では，EU をはじめとする

エネルギー統合協定（Energy Integration Agreements: EIA）について焦点を当てた研究が行われていたが，

自由貿易がどの程度エネルギー貿易に影響を与えるか，という点については議論がなされていなかった。

また，先進国と発展途上国に分けて，それぞれの貿易フローで FTA がどの程度貿易を促進するかにつ

いても議論されていない。

　以上の点を踏まえ，本稿では，先進国と発展途上国を区別した上で，それぞれの組み合わせの貿易フ

ローに FTA がどの程度影響を与えるのか実証的に明らかにすることに焦点を当てる。本稿で検証する

仮説は以下のとおりである：

　・仮説 1： 化石燃料を取り扱うにあたり必要とされるインフラについて，FTA が関税削減効果だけ

でなく「投資保護および制度的担保」として機能し，不確実性を除去することで貿易を促

進する。

　・仮説 2： その促進効果は，制度的リスクの高い発展途上国を含む貿易フローにおいて，不確実性除

去の恩恵が大きくなるため，より強く確認される。

3．仮説の検証方法

　本章では分析対象の定義，データセットの構築および立てた仮説の検証方法を示す。

（1）分析対象

　本稿では，エネルギー貿易のうち化石燃料のみを対象とする 2）。先進国を中心に環境配慮の観点から

再生可能エネルギーへの転換が進められているものの，世界全体では化石燃料由来のエネルギー供給に

少なからず依存していることに起因する。環境保護とエネルギー安全保障，変動する通関環境という多

角的な視点から，化石燃料貿易が経済に与える影響を検討することに大きな意義がある。

分析対象期間を 1988 年から 2018 年の 30 年間とし，その間に化石燃料貿易を行っていたすべての国

を分析対象国とする。この分析対象期間は新型コロナウイルスによるパンデミックやロシアによるウク

ライナ侵攻といった大きな世界イベントを避ける形で設定した。

（2）検証方法および回帰モデル

　検証方法は，重力モデルに基づいた重回帰分析である。推定手法には，Silva and Tenreyro（2006）
2）  HS コードで 2701，2709，及び 2711 に分類される，原油，石炭，天然ガスに限定した。
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の提言に従い，ポワソン擬似最尤推定（PPML: Poisson Pseudo Maximum Likelihood）を採用した。伝統

的な重力モデルは，二国間の貿易量が両国の経済規模（GDP）に比例し，距離に反比例するという法則

に基づくが，対数線形化して最小二乗法で推定する場合，ゼロトレード（貿易がゼロの観測値）の除外や，

誤差項の不均一分散によるバイアスが生じる問題がある。PPML は，ゼロトレードを含むデータを扱

える上に，不均一分散の下でも一致推定量を得ることができるため，本分析に適している。なお，推計

にあたっては，世界共通の景気変動等のショックを制御するため，年固定効果を導入した。

　また，貿易構造の異質性を詳細に検証するため，全サンプルの分析に加え，国ペアを経済発展段階（高

所得国・中低所得国）の組み合わせに基づいて以下の 5 パターンに分類し，以下のように個別に推計を

行った。（1）全体，（2）高所得国→高所得国，（3）高所得国→中低所得国，（4）中低所得国→高所得国，

（5）中低所得国→中低所得国。なお，高所得国・中低所得国の区分は，世界銀行の一人当たり GNI（2018

年基準：$12,357 超を高所得国とする）に基づき 80 カ国を高所得国として選出し，そのほかの国を中低所

得国と定義した。またこの区分は，分析の整合性を保つため分析期間を通じて固定した。

　分析に先立ち，各変数の基本統計量の確認および多重共線性の検証（VIF 統計量の算出）を行った。こ

の結果は第 5 章で基本統計量に併記しているが，いずれも目安となる数値を下回っており，多重共線

性の問題はないことを確認している。また，以下の節では説明変数や被説明変数について詳しく記載し

た。

1）被説明変数

　本稿では化石燃料貿易量（Quantity）を被説明変数とする。これは国際市場における資源価格の変動

による影響を除外し，実質的な資源フローの変化を捉えるためである。具体的には UNComtrade デー

タベースから各品目の輸出数量データを収集した。この時，貿易量の単位は品目共通として kg である。

2）説明変数

　説明変数は，重力モデルに則り輸入国および輸出国の名目 GDP および二カ国間の距離と設定した。

それぞれのデータは CEPII のグラビティデータセットから収集した。これらの変数の数値はデータの

ばらつきを調整し，分布の歪みを緩和する目的で自然対数による対数変換を行った。加えて，二カ国間

で FTA が締結されているか否かについて，FTA ダミーを用いて識別した。このダミー変数は，FTA

を締結している国ペアには 1，それ以外は 0 を割り当てたダミー変数である。なお，このダミー変数も

CEPII のグラビティデータセットから収集している。

3）コントロール変数

　本稿では，コントロール変数として，化石燃料の産出量と化石燃料輸入国における発電量に占める再

生可能エネルギー由来の電力の割合（以下，再エネ率とする）を設定する。再エネ率は百分率で表した。

化石燃料の産出量データには IEA の公開するデータを使用した。コントロール変数として用いたのは，

化石燃料の産出は地理的条件に大きく依存し，その貿易構造には産出国の強い影響を受けるからである。

分析に使用するにあたって，ばらつきの調整のために自然対数による対数変換を行った。
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　再エネ率をコントロール変数に含めたのは，国内政策における再生可能エネルギー推進を評価するた

めの変数としたかったからである。再生可能エネルギーの使用が促進されれば，再エネ率が増加し，電

力供給に占める割合が増加することが考えられる。また，この割合が増加すれば，化石燃料貿易が減少

することもまた考えられるだろう。

　上記のように設定したそれぞれの変数は以下の回帰式で表される。

Tradeijt 

＝ exp（β1FTAijt＋β2lnGDPit＋β3lnGDPjt＋β4lnDistij＋β5lnEnergyProdit＋β6RenewableSharejt＋τt）＋εijt

　この時，Trade 変数は化石燃料の貿易量，FTA はダミー変数，GDP 変数は各国の名目 GDP，Dist

変数は国ペアの距離，EnergyProd 変数は化石燃料産出量，Renewable_Shareは再エネ率，添字 i は

輸出国，j は輸入国，t は時間を意味し，τt は年固定効果，εijt は誤差項を意味する。本来では国ペア固

定効果を考慮したモデルを使用するが，FTA の特性上，年を通じた変化が少なく国ペア固定効果によっ

てその影響が過剰吸収されてしまうこともしばしば観測されたため，国ペア間の時間的不変要素である

距離を説明変数として明示的に含め，二国間の地理的摩擦の影響を考慮した。

4．分析結果と考察

　以上に設定した仮説をもとにデータを集め，前章で述べた推定方法に従って実証分析を行った。その

結果をそれぞれの節内で表にまとめ，結果の解釈と考察を行う。

（1）エネルギー貿易全体の特徴

　この節では，特定財の推定結果について考察する前に，エネルギー貿易に共通する構造的特徴につい

て考察する。はじめに，表 1 に回帰分析によって得られた結果の概要をまとめる。

表 1　分析結果概要

分析対象 輸出国 GDP 輸入国 GDP FTA の効果

（高所得国）

FTA の効果

（中低所得国）

再エネの影響

（代替効果）

原油 負（－） 正（＋） なし 大（＋） 小

石炭 負（－） 正（＋） 負（－） 特大（＋＋） 大（－－）

天然ガス 負（－） 正（＋） 特大（＋＋） 大（＋） 小

（注）この表における正負および大小は係数の大きさについて記述している。
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　この表を見ると，輸出国 GDP の値が一貫して負の値をとり，対照的に輸入国 GDP の係数は一貫し

て正の値をとっていることがわかる。これらの値はいずれも統計的に有意であった。まず輸出国 GDP

が負の値となった点について考察する。Head and Mayer（2014）でも明らかになっている通り，従来

の重力モデルでは，輸出国の経済規模に比例して輸入が増加するという正の相関が定説である。しかし，

本分析では，この定説とは対照的な結果を得ている。輸出国の経済規模が貿易額を引き下げる要因とし

て，世界的にエネルギー自給率が低いことが挙げられる。高所得国のような経済規模の大きな国ほど国

内のエネルギー需要量も増大するが，多くの国では自給力の低さから，産出したエネルギー資源を国内

消費に優先するため輸出が減少する傾向があると考えられる。実際，資源エネルギー庁（2024）による

と，2022 年時点で，エネルギー自給率が 100％を超えている国は 5 カ国しか存在せず，IEA（2025）の

データでも，世界的に輸入量が増加していることが明らかになっている。したがって輸出国 GDP の係

数が負であったことは，経済成長に伴う国内需要の増大が輸出を抑制するという，エネルギー資源特有

の需給構造を反映した結果であると解釈できる。

　一方で，輸入国 GDP の係数が正となった点は，エネルギー貿易が需要主導型の貿易であるという特

徴を捉えた結果といえる。先行研究でも挙げた Batalla et al.（2019）による研究でも同様の傾向が明ら

かになっており，本モデルがエネルギー貿易の基本的なメカニズムを適切に捉えられたといえる。また，

FTA の効果については，資源の種類や相手国の発展段階によって明確な違いが見られたほか，再生可

能エネルギーの普及による化石燃料需要の変化も認められた。これらの詳細な考察については次節以降

の資源別分析において詳述する。

（2）原油

　分析結果について解釈する前に使用したデータの基本統計量および係数同士の多重共線性がないこと

を確認するために行った VIF 検定の結果について表 2 にまとめた。

　この表から，原油貿易を行っている国のうち約 37％が FTA を締結した国同士の貿易であることがわ

かる。モデルの妥当性を検討するために算出した VIF では，最大でも 1.75 と基準値を大きく下回る数

値であることから，変数間の多重共線性はないといえる。資源産出量について，原油の資源産出量は国

内境界内で採掘または生産された，沖合生産を含むすべての量の燃料を含んだデータである。単位は

kt（キロトン）に限定した。データのばらつきを緩和するために，輸出入国 GDP，距離，資源産出量の

データは対数変換した値を回帰分析に使用している。特に，資源産出量の基本統計量の最小値は－1.16

であるが，元のデータの最小値が小数であることに起因しているため，データ計測のエラーではなく，

分析においてもそのまま使用している。表 3 では基本統計量から明らかになったモデルの妥当性に基

づき，前章で設定した回帰式に従って回帰分析を行った結果を示している。
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表 2　原油貿易　基本統計量および VIF

変数 サンプルサイズ 平均 標準偏差 最小値 最大値 VIF

貿易量 17,419 1.58e＋09 6.10e＋09 0 1.43e＋11

輸出国 GDP 17,714 18.95 1.81 13.31 23.75 1.25

輸入国 GDP 17,495 19.57 2.19 10.81 23.75 1.16

距離 17,956 7.99 1.08 4.01 9.89 1.75

FTA ダミー 17,965 0.37 0.48 0 1 1.68

資源産出量 16,723 9.95 2.27 －1.16 13.49 1.30

再エネ率 18,751 9.69 14.33 0 106.01 1.02

（注 1） 実際の回帰分析には対数変換した値を変数として使用したため，基本統計量も対数変換した値につい

て記載している。

（注 2） 本稿で示した再エネ率について，最大値が 100％を超えているのはアイスランドである。この国の電

力供給の約 7 割が氷河を水源とする水力発電，約 3 割が地熱発電によるものであり，火力発電のよう

な化石燃料をエネルギー源とした発電方法を使用していないことに起因する。

表 3　原油貿易　推定結果

説明変数：

貿易フロー：
全体

高所得国→

高所得国

高所得国→

中低所得国

中低所得国→

高所得国

中低所得国→

中低所得国

輸出国 GDP －0.32＊＊＊

（－6.21）
－0.91＊＊＊

（－6.62）
－0.51＊＊＊

（－4.80）
－0.20＊＊

（－2.16）
－0.46＊＊

（－2.57）

輸入国 GDP 0.63＊＊＊

（11.70）
－0.01

（－0.04）
0.37＊＊

（2.18）
0.57＊＊＊

（6.13）
0.62＊＊＊

（7.12）

距離
－0.57＊＊＊

（－5.88）
2.91

（0.96）
0.45＊＊

（2.07）
－0.67＊＊＊

（－6.19）
－0.12

（－0.61）

FTA ダミー
0.34

（1.42）
－0.07

（－0.20）
－0.23

（－0.57）
0.27

（0.64）
0.95＊＊＊

（3.82）

資源産出量
0.96＊＊＊

（13.01）
1.36＊＊＊

（10.40）
0.43＊＊＊

（4.94）
0.84＊＊＊

（8.09）
1.09＊＊＊

（5.33）

再エネ率
－0.01＊＊

（－2.50）
0.16

（0.74）
－0.03＊＊＊

（－2.69）
－0.01

（－1.60）
－0.02＊＊

（－2.23）

標本サイズ 13,296 3,689 1,134 5,822 2,485

決定係数 0.57 0.93 0.48 0.49 0.42

（注 1）＊＊＊，＊＊，＊＝p＜0.01，p＜0.05，p＜0.10 とする。また，括弧内は z 値とする。

（注 2） 原油の輸出国のうち高所得国は 47 カ国，中低所得国は 87 カ国である。また，輸入国のうち高所得国

は 69 カ国，中低所得国は 152 カ国である。
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1）原油貿易全体の傾向

　原油貿易全体の推定結果からは，資源産出量は貿易量の多さに相関することがわかる。前述したよう

に，エネルギー資源の産出は地理的条件に左右されることから，輸出できる国が限られていることが考

えられる。再エネ率の係数では平均的な効果として，再エネ率が 1 ポイント増加すると原油貿易量が

約 1 ％減少することがわかった。これは環境配慮の動きにより，原油で賄っていたエネルギー需要を

再エネにより代替したことで需要が減少していることが考えられる。

2）国ペア別貿易の傾向

　国ペア別分析の結果を見てみると，「中低所得国→中低所得国」の貿易フローや「中低所得国→高所

得国」の貿易フローにおいては輸入国の需要構造が貿易量を増加させていることがわかった。原油はエ

ネルギー需要に応えるだけでなく，プラスチックなどの化学製品の原料にもなるため，中間財生産の盛

んな中低所得国では関税が低く抑えられることで輸入量がより多くなる傾向にあることが示唆できる。

また，「高所得国→高所得国」の貿易及び「中低所得国→中低所得国」の貿易の場合では，原油産出量

が 1 ％増加すると貿易量が 1 ％以上増加することが確認できた。加えて，距離についても「中低所得

国→高所得国」の貿易においては，重力モデルの理論と整合的な結果を得た。しかし「高所得国→中低

所得国」の貿易フローでは距離が 1 ポイント遠くなると貿易量が 0.45％増加するという結果が得られた。

前述したように，原油は化学製品の原料になることに加え，高所得国の大企業が中低所得国に生産拠点

を持つことも多く，そのようなバリューチェーンの構築による国家間つながりが距離の遠さ以上に貿易

を促進する要因になったと考えられる。

3）FTA の効果とその解釈

　原油貿易での FTA の正の有意性はほとんど確認できなかったが，中低所得国同士の貿易では正の効

果を観測し，その統計的有意性が確認できた。得られた結果によれば，FTA の影響は貿易量を約

159％増加させる。これは仮説 2 で示したように制度的リスクの高い中低所得国同士の取引において，

グローバル市場の流動性だけではカバーしきれない「信用リスク」や「不確実性」が存在するためであ

ると考えられる。この場合，FTA という制度的枠組みが「アンカー（信頼の担保）」として機能し，貿

易を強力に促進したと解釈できる。

　中低所得国同士の貿易以外の貿易フローで FTA が与える影響を観測できなかった要因として，原油

の輸送しやすさと原油価格の変動しやすさの二点が考えられる。第一に，原油は天然ガスとは異なりタ

ンカーによる大量輸送が主であるため，特定の輸出入国間に固定されたインフラ投資の必要性が，他の

化石燃料に比べて相対的に低い。そのため，FTA による投資保護の重要性が低くなる。第二に，日本

経済新聞（2017）が指摘するように原油をはじめとした原油製品は投機対象として金融商品となってい

て，グローバル市場における価格の流動性が非常に高いため，FTA のような特定の二国間協定に依存

せずとも市場メカニズムを通じた調達が可能である。これらの要因により，多くのケースで FTA の有

意な効果が観測されなかったと考えられる。
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　以上のように，輸入国の需要構造への依存傾向と資源産出国による市場独占的な傾向の 2 点が原油

貿易の大きな特徴であることがわかった。原油がエネルギー需要に対応するだけでなく化学製品の原料

になっていることから需要量に依存した貿易であることや，原油が金融商品であり価格変動が大きいた

めに FTA による原油の国際価格への効果が十分に発揮されておらず，結果として貿易量の増加には限

定的な影響しか与えていない可能性があることがわかった。原油貿易において捉えられた特徴が他の化

石燃料貿易でも共通して観測できるのか，次節では石炭貿易の分析を通じて検討する。

（3）石炭

　原油に引き続き，石炭貿易についてもはじめに基本統計量と VIF の結果を表 4 に示す。この表の平

均値より，石炭貿易において FTA を締結している国ペアは全体の約 41％であることがわかる。また，

VIF の結果も最大で 1.69 と基準値を下回る値であることから，このモデルにおける変数間の多重共線

性は確認できなかった。

　石炭における資源産出量は，無煙炭，原料炭，その他瀝青炭，亜瀝青炭，褐炭の 5 種類の石炭の産

出量の合計と定義する。単位はいずれも kt（キロトン）のため，ここでの合計資源産出量も単位は kt と

する。また，輸出入国 GDP，距離，資源産出量は回帰分析の際に対数変換した値を使用するため，分

析との一貫性を担保するため基本統計量の算出にも対数変換後の値を使用している。得られた基本統計

量を踏まえて，表 5 には第 3 章で設定した回帰式に基づく回帰分析の結果を示す。

表 4　石炭貿易　基本統計量および VIF

変数 サンプルサイズ 平均 標準偏差 最小値 最大値 VIF

貿易量 24,249 8.58e＋08 5.25e＋09 0 1.41e＋11

輸出国 GDP 24,151 19.99 1.84 12.02 23.7 1.24

輸入国 GDP 23,842 18.99 2.03 10.39 23.7 1.10

距離 24,497 7.90 1.16 4.01 9.89 1.69

FTA ダミー 24,497 0.41 0.49 0 1 1.53

資源産出量 19,740 10.90 2.62 0 15.09 1.30

再エネ率 23,305 9.94 15.0 0 106 1.02

（注） 再エネ率のデータは，原油貿易分析と同じデータを使用しているため，最大値が 100％を超えている理

由も同じくアイスランドによるものである。
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表 5　石炭貿易　推定結果

説明変数：

貿易フロー：
全体

高所得国→

高所得国

高所得国→

中低所得国

中低所得国→

高所得国

中低所得国→

中低所得国

輸出国 GDP －0.44 ＊＊＊

（－6.74）
－0.85 ＊＊＊

（－2.59）
－0.87 ＊＊＊

（－4.57）
－0.10

（－1.12）
－0.95 ＊＊＊

（－5.16）

輸入国 GDP 0.59 ＊＊＊

（6.49）
0.73 ＊＊＊

（3.33）
0.92 ＊＊＊

（11.49）
0.43 ＊＊＊

（4.45）
0.66 ＊＊＊

（8.89）

距離
0.05

（0.53）
－0.27

（－1.06）
0.16

（0.64）
－0.27 ＊

（－1.91）
0.12

（0.35）

FTA ダミー
0.51 ＊＊

（2.24）
－1.09 ＊＊

（－2.25）
－0.13

（－0.40）
0.66 ＊＊

（2.14）
1.74 ＊＊＊

（3.76）

資源産出量
0.73 ＊＊＊

（9.19）
1.48 ＊＊

（2.30）
1.43 ＊＊＊

（6.34）
0.39 ＊＊＊

（4.28）
1.16 ＊＊＊

（7.41）

再エネ率
－0.03 ＊＊

（－2.55）
－0.04 ＊＊

（－1.55）
－0.008

（－0.50）
－0.05 ＊＊

（－2.39）
－0.02

（－1.12）

標本サイズ 15,339 5,316 2,718 4,350 2,954

決定係数 0.38 0.55 0.73 0.25 0.54

（注 1）＊＊＊，＊＊，＊＝p＜0.01，p＜0.05，p＜0.10 とする。また，括弧内は z 値を示している。

（注 2） 石炭貿易における輸出国のうち，高所得国は 57 カ国，中低所得国は 105 カ国であった。また，輸入

国のうち高所得国は 71 カ国，中低所得国は 154 カ国である。

1）石炭貿易全体の傾向

　石炭貿易の推定結果でも，輸入国の需要によって貿易が促進されるという傾向が確認できた。具体的

には，輸入国の GDP が 1 ％上昇すると貿易量が 0.59％上昇する。石炭の商品特性として，原油と比べ

て使用用途が限定的であることが挙げられる。使用用途は主に発電用燃料や製鉄であるため，景気変動

や工業化段階に応じて国内の需要量が大きく変化する。すなわち，輸入国の GDP の大きさが直接的に

国内需要，とりわけ電力需要を反映している可能性がある。また，石炭は固形商品であり，原油のよう

な液化施設が不要のため，輸送コストが比較的安く済むことが知られている。そのため，輸入国の需要

拡大がすぐに貿易量の拡大につながりやすいことも考えられる。以上の結果から，石炭貿易は原油より

も明確に輸入国の需要量に依存した貿易構造であることが示唆される。さらに FTA ダミーの係数が正

であることから，FTA による貿易促進効果が見られるほか，再エネ率上昇による貿易減少効果も，表

5 から確認できる。

2）国ペア別の傾向

　距離の係数は，全般的に統計的有意性は見られなかったが，中低所得国が高所得国に輸出する貿易フ

ローでは唯一 10％水準で統計的に有意な結果を得た。その係数は負の符号を示しており，重力モデル

と整合する結果であった。多くの場合で距離が貿易量に影響を与えない理由としては，原油と同様に供



259自由貿易協定がエネルギー貿易に与える影響

給集中度が高く，寡占的な市場構造になっていることが考えられる。実際に，分析に使ったデータを見

てみると，南アフリカは 85 カ国，中国は 67 カ国，インドネシアは 58 カ国に対して石炭を輸出してい

ることがわかった。このような多様な輸出先は近隣諸国にとどまらず，地理的距離の遠い国にも輸出し

ている。例えばインドネシアは日本やマレーシア，タイ，香港などのアジアの近隣国に加え，イタリア

やスペイン，オランダ，アメリカなどの欧米圏にも輸出している。このように，石炭貿易では，物流の

グローバル化が進展しているといえる。特に石炭は大量輸送が可能な商品であるため，地理的距離の遠

さに関わらず一度に多くの石炭を運び船舶輸送コストを低く抑えることが可能である。以上のことから，

輸送コストの比重の低さが距離の影響を統計的に有意であると示さなかった要因だと考えられる。

3）FTA の効果とその解釈

　FTA の効果を検証するにあたっては，特に中低所得国からの輸出において貿易促進効果が確認され

た。特に，中低所得国同士の貿易ではその効果は顕著であり，FTA の締結によって貿易量を約 470％

増加させることがわかったほか，中低所得国から高所得国への輸出も増加させる効果が確認できた。そ

もそも石炭は，原油とは違い比較的国際価格の安定した商品である。そのため，FTA によって関税が

引き下げられると直接的に価格効果として影響し，より活発な取引が促進される可能性が示唆される。

中低所得国はエネルギー需要の伸びが大きく，価格弾力性も高いため，FTA による価格競争力の向上

は貿易量の増加に直結しやすい。さらに，石炭は他のエネルギー資源に比べて代替性の高い商品である

ことから，FTA の締結によって輸入価格が引き下げられると取引先を変更するインセンティブが働き

やすいことも考えられる。反対に，高所得国同士の貿易では FTA の締結による貿易減少効果が確認さ

れた。近年の高所得国における脱炭素に向けた動きは活発になってきており，FTA の制度的な側面を

活用して国家間におけるクリーンな関係を強化しようとしていることが考えられる。実際に再エネ率と

貿易量の間には負の相関があることが結果からわかり，同様の傾向が「中低所得国→高所得国」の貿易

フローでも確認できる。このことから高所得国では石炭を排除したエネルギー転換が起きていることが

考えられる。高所得国全体で石炭需要が縮小する中，コスト競争力に劣る高所得国間の取引が真っ先に

削減され，相対的に安価で，FTA による不確実性の排除された中低所得国がエネルギー転換期の供給

源として選ばれたということが考えられる。このような動きは経済合理性に基づく調達先のシフトであ

ると説明できるだろう。以上のように，石炭貿易においても，原油と同様に需要主導型の貿易構造であ

ることがわかった。また，FTA による価格競争力を高める効果や，制度的整合性による不確実性の排

除が，エネルギー転換期における高所得国のエネルギー供給源として機能している可能性が考えられた。

最後に，次節では天然ガス貿易について，同様の傾向が見られるのか，FTA が貿易に与える影響はど

の程度か，分析を進める。

（4）天然ガス

　本節でも，分析に使用した変数のデータの基本統計量および算出した VIF について表 6 にまとめて
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提示する。まず，FTA ダミーの平均値が 0.42 であり，サンプルの 4 割程度が FTA を締結している国

ペアで構成されていることがわかる。また，天然ガス貿易を分析するにあたって使用した資源産出量の

単位は，百万立方メートルである。

　次に，モデルの妥当性を確認するために VIF を算出した結果を参照する。これらの値を見ると全て

の変数で1.8未満の低い値が得られた。輸出国GDPと資源産出量の間には強い相関が生じる懸念があっ

たが，得られた結果からは，両者の間の深刻な多重共線性は生じていないことがわかった。したがって，

これらの変数を同時に説明変数として投入することの統計的妥当性は確保されていると言える。なお，

資源産出量の対数値に一部負の値が見受けられるが，これは産出規模の小さい国のデータに起因するも

のであり，そのまま分析に使用している。

表 6　天然ガス貿易　基本統計量および VIF

変数 標本サイズ 平均 標準偏差 最小値 最大値 VIF

貿易量 38,511 1.81e＋10 1.13e＋12 0 9.53e＋13

輸出国 GDP 40,304 19.74 1.94 9.98 23.7 1.17

輸入国 GDP 39,039 18.54 2.35 9.31 23.7 1.12

距離 40,633 7.79 1.13 0.69 9.89 1.75

FTA ダミー 40,633 0.42 0.49 0 1 1.56

資源産出量 33,001 9.10 2.87 －2.21 13.68 1.15

再エネ率 31,615 9.91 15.1 0 106 1.02

　データの妥当性が確認できたため，検証方法において紹介した回帰式に従って分析した結果を表 7 に

示す。

1）天然ガス貿易全体の傾向

　天然ガス貿易の特徴は，他の二つの化石燃料貿易と同様に輸入国の需要構造と天然ガス産出量の 2 点

に依存して輸出量が決まるという点である。輸入国 GDPが 1 ％増加すると約 2.48％貿易量が増加し，

天然ガス産出量が 1 ％増加すると貿易量が約 2.66％増加することが推定結果から解釈できる。また，

使用したデータの分布から，天然ガスの産出量がごく一部の国に集中し産出国と非産出国の二極化が進

んでいることもわかったほか，貿易フロー別の分析におけるサンプルサイズの分布から，天然ガス貿易

が高所得国主導の貿易であることが解釈できる。このような産出量の集中や輸出可能国の集中は，一部

の国が世界各地の天然ガス需要に対応する必要があり，さまざまな国が貿易に参加するのではなく限定

的な市場構造の構築につながることが示唆される。

2）国ペア別の傾向

　特異な点としては，天然ガス貿易において，距離が貿易を減少させる比較的強い要因になっていると
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いう点が挙げられる。例えば，高所得国から中低所得国への輸出フローでは，国同士の距離が 1 ％遠

くなると貿易量は約 3.97％減少する傾向にある。この結果は重力モデルに沿って考えると当然の結果

ではあるが，原油貿易や石炭貿易では観測できなかった結果である。このような結果が観測された理由

としては，まず，中低所得国側が天然ガスを受け入れるための設備を持っていないことが大きな要因と

して示唆される。天然ガスはパイプラインを通したり，液化させた液化天然ガス（LNG）の状態にした

りして輸送される。液化天然ガスの場合は輸入国に再ガス化施設が必要になるが，この施設は高コスト

インフラとして知られている。つまり，インフラを持つ近隣の国からしか買えないこと以前に，輸入国

である中低所得国に十分なインフラ設備が整っていないことが最大の障壁となっていて，遠くの高所得

国から天然ガスを輸入できないといったインフラ制約の問題が背景にあることが示唆される。天然ガス

は石炭や原油よりもクリーンなエネルギー資源として知られ，近年の再生可能エネルギーの使用の増加

に伴って輸出の割合は年を追うごとに増加しているものの，その増加率は限定的であり，全体で見れば

再エネ率とは負の相関関係にある。

3）FTA の効果及びその解釈

　天然ガス貿易における FTA の効果はほとんどの貿易フローにおいて，統計的に有意な正の結果が確

認された。貿易全体としての平均的な効果では，約 95 倍（e4.55 ≈ 94.63）の貿易量の増加効果が見られた。

表 7　天然ガス貿易　推定結果

説明変数：

貿易フロー：
全体

高所得国→

高所得国

高所得国→

中低所得国

中低所得国→

高所得国

中低所得国→

中低所得国

輸出国 GDP －0.22
（1.08）

－0.69 ＊

（－1.67）
－0.53 ＊

（－1.70）
－0.12

（－0.89）
－1.12 ＊＊＊

（－7.36）

輸入国 GDP 2.48 ＊＊＊

（10.65）
2.94 ＊＊＊

（13.20）
1.65 ＊＊＊

（5.59）
0.62 ＊＊＊

（6.57）
0.88 ＊＊＊

（3.93）

距離
－0.61 ＊＊

（－2.47）
－0.07

（－0.31）
－3.97 ＊＊＊

（－7.30）
－0.46 ＊＊

（－2.04）
－1.20 ＊＊＊

（－3.16）

FTA ダミー
4.55 ＊＊＊

（8.19）
4.65 ＊＊＊

（7.00）
0.60

（1.48）
1.41 ＊＊＊

（7.05）
1.79 ＊＊＊

（3.34）

資源産出量
2.66 ＊＊＊

（9.75）
3.50 ＊＊＊

（5.75）
3.54 ＊＊＊

（6.17）
0.79 ＊＊＊

（8.73）
1.15 ＊＊＊

（5.52）

再エネ率
－0.06 ＊

（－1.84）
0.03

（1.19）
－0.02

（－1.27）
－0.01

（－0.79）
－0.02

（－1.61）

標本サイズ 21,109 10,528 4,470 3,510 2,601

決定係数 0.97 0.99 0.96 0.51 0.61

（注 1）＊＊＊，＊＊，＊＝  p＜0.01， p＜0.05， p＜0.10 とする。また，括弧内は z 値を示している。

（注 2） 天然ガス貿易における輸出国のうち，高所得国は 62 カ国，中低所得国は 119 カ国であった。また輸

入国のうち，高所得国は 73 カ国，中低所得国は 164 カ国である。
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国ペア別分析では，高所得国同士の貿易では FTA の締結によって，貿易量が約 105 倍，中低所得国が

高所得国へ輸出する貿易フローでは約 4.1 倍，中低所得国同士の貿易では約 6 倍の貿易増加効果がそれ

ぞれ観測できた。国ペアごとの FTA の基本統計量を参照すると，高所得国同士の貿易では，FTA を締

結しているペアが全体の約 62％，高所得国→中低所得国の貿易及び中低所得国→高所得国の貿易では

24％〜 25％，中低所得国同士の貿易では約 43％のペアが FTA を締結している。このことから，FTA

の締結の有無にはペアごとに十分なばらつきが存在しており，特定のサンプルに偏りがあることによる

推計の歪みではないと考えられる。

　特に高所得国向けの輸出で FTA の顕著な効果が観測できた要因は，以下の二つが考えられる。

　第一に，第 1 章でも述べた FTA の投資保護機能である。天然ガスはインフラへの巨額の初期投資が

必須であり，従来では生産者との長期契約によるリスクヘッジが一般的であった。しかし，今回の結果

は，FTA に含まれる投資保護条項が，従来のリスクヘッジを代替する制度的担保として機能している

ことを示唆している。また，これは近年のスポット契約の増加傾向とも関連があることが推察される。

短期的には，スポット契約の増加は価格リスクの増加や供給不安定の懸念を招くため，懸念される側面

もある。しかし，FTA という制度的基盤があれば，長期契約に縛られることなく，取引相手を多様化

できる。すなわち，高所得国は FTA を活用して中低所得国を含む多様な国との取引ができる環境を構

築し，スポット市場を通じた柔軟な調達を可能にすることで地政学リスクや供給集中の回避といった，

安定供給のリスクヘッジを実現していると考えられる。

　第二に，FTA が国家間の制度的整合性を促進している可能性である。使用したデータを確認すると，

高所得国同士で期間内に新しく FTA を締結したペアには EU 加盟国が多く見られた。天然ガスの輸送

に使われるパイプラインや電力網などのインフラ整備には国境を越えた国家によるコミットメントが不

可欠である。EU のような単なる関税協定をこえたより深い関係性の構築は FTA をはじめとした経済

連携がインフラの共同整備を可能にする法的な基盤となり，これが高所得国間での多大な貿易量を支え

ていると考えられる。

　以上のことから，FTA は単に関税削減効果をもつだけでなく，投資保護やインフラ設備の共有のた

めの制度的整合性を担保することで，貿易障壁とリスクを低減する機能を持つと示唆される。

5．まとめ

　本稿では，自由貿易協定（FTA）がエネルギー資源貿易，とりわけ原油，石炭，天然ガスの三種に分

類した化石燃料貿易についてどの程度効果を発揮しているのかを実証分析により明らかにすることを目

的とした。それぞれの財の分析においては，取引を行う国全体を見た平均的な効果の推定に加え，高所

得国と中低所得国を区別し，貿易フローを区別することで，それぞれでどの程度効果が表れているのか，



263自由貿易協定がエネルギー貿易に与える影響

検証した。

　化石燃料貿易では，貿易財および国ペアに応じて FTA の効果に顕著な差異が確認された。原油貿易

においては，中低所得国同士での貿易で，貿易量を約 159％増加させる効果が確認できた。他にも石炭

貿易においては，中低所得国が輸出する貿易フローで最大約 470％の貿易量増加効果を観測した。特に

天然ガス貿易では，FTA の正の効果が顕著であり，高所得国同士の貿易フローで約 105 倍，中低所得

国からの輸出でも 4 〜 6 倍の貿易増加効果が確認できた。

　また，化石燃料貿易が輸入国の需要量に依存することや，資源産出量の多い国ほど輸出を行う傾向が

あることも観測できた。これらの特徴は先行研究において指摘されていた特徴と整合的であるほか，地

理的条件に依存した貿易構造であり，一般的な工業製品等の貿易材とは異なり供給集中度の高い財であ

ることが特徴として捉えられた。

　FTA は関税削減の機能として広く認識されている。しかし，近年の FTA では投資保護や国家間の制

度的整合性が条項として含まれることも多く，国家間取引の不確実性の排除の機能も果たすことが，本

分析から示唆された。関税だけでなく，リスクの削減などによる貿易障壁の削減は，より多くの国が市

場に参加し多様な輸出国と取引できることに繋がり，燃料資源の安定供給やエネルギー安全保障に寄与

するものである。今後は，二国間の貿易だけでなく，AfCFTA のような広域的な自由貿易圏の形成な

ど貿易構造は変化することが予想される。このような変化によってどの程度貿易が促進され，中低所得

国においても市場参加が促進されるのか今回の結果を踏まえ，分析が求められる。また，環境配慮の風

潮があり，再生可能エネルギーが注目を集める中で，そういった新しいエネルギーが既存のエネルギー

貿易にどのような影響を与えているのかについてもさらなる検証が必要である。最後に，本研究は，

FTA が化石燃料貿易に与える静学的な影響について焦点を当てたものである。今後の展望として，

FTA 発効前後の貿易量の変化に注目したより動学的な反応や，投資ラグの詳細な検証を行うことが重

要な課題である。
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